
�愛媛県条例第６４号
愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例を次のよ

うに公布する。

平成１５年１２月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第１条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３

号）の一部を次のように改正する。

第１０条第１項中「第２３条第３項」を「第２３条第２項」に

改め、同条第１０項第３号の２を削り、同項第４号を次のよ

うに改める。

� 職業に就いたものについては、就業促進手当

第１０条第１１項中「第５７条」を「第５６条の２」に改め、同

条第１２項中「又は第３号の２」を削り、同条第１４項を同条

第１５項とし、同条第１３項中「第１０条の３」を「第１０条の４

」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１２項の次に次の

１項を加える。

１３ 第１０項第４号に掲げる退職手当の支給があつたときは

、第１項、第２項又は第１０項の規定の適用については、

次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める日

数分の第１項又は第２項の規定による退職手当の支給が

あつたものとみなす。

� 雇用保険法第５６条の２第１項第１号イに該当する者

に係る就業促進手当に相当する退職手当 当該退職手

当の支給を受けた日数に相当する日数

� 雇用保険法第５６条の２第１項第１号ロに該当する者

に係る就業促進手当に相当する退職手当 当該就業促

進手当について同条第５項の規定により基本手当を支

給したものとみなされる日数に相当する日数

附則第３０項中「第１５条に規定する」の下に「日本国有鉄

道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成１０年法律

第１３６号）附則第２条第１項の規定による解散前の」を加

える。

附則第３１項中「、第６条の規定にかかわらず」を削り、

「１００分の１１０」を「１００分の１０４」に改める。

附則第３２項中「３５年を超え３８年以下」を「３６年」に改め

る。

附則第３４項中「平成１０年１０月２１日に」の下に「日本国有

鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律附則第２条第

１項の規定による解散前の」を加え、「「事業団」を「「

旧事業団」に、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理

に関する法律（平成１０年法律第１３６号）」を「同法」に改

め、「、引き続いて」の下に「独立行政法人鉄道建設・運

輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）附則第２

条第１項の規定による解散前の」を加え、「「公団」を「

「旧公団」に、「引き続き公団」を「引き続き旧公団」に

、「、事業団」を「、旧事業団」に、「及び公団」を「及

び旧公団」に改め、同項ただし書中「事業団又は公団」を

「旧事業団又は旧公団」に改める。

（愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改

正）

第２条 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（昭

和４８年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

附則第５項中「及び第６条」を削り、「１００分の１１０」

を「１００分の１０４」に改める。

附則第６項中「３５年を超え３８年以下」を「３６年」に改め

る。

附則第７項中「、第５条の２及び第６条」を「及び第５

条の２」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

� 第１条中愛媛県職員退職手当条例附則第３１項及び第３２

項の改正規定並びに第２条並びに附則第１０項及び第１１項

の規定 平成１６年３月１日

� 附則第１２項の規定 平成１７年３月１日

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に退

職した職員に係る第１条の規定による改正後の愛媛県職員

退職手当条例（以下「新条例」という。）第１０条の規定に

よる失業者の退職手当の支給については、次項から附則第

５項までに定めるものを除き、なお従前の例による。

３ 新条例第１０条第１０項第４号及び第１３項の規定は、施行日

以後に職業に就いた者に対する同条第１０項第４号に掲げる

退職手当の支給について適用し、施行日前に職業に就いた

者に対する第１条の規定による改正前の愛媛県職員退職手

当条例（以下「旧条例」という。）第１０条第１０項第３号の

２及び第４号に掲げる退職手当の支給については、なお従

前の例による。

４ 施行日前にした偽りその他不正の行為によって新条例第

１０条の規定による失業者の退職手当の支給を受けた者に対

するその失業者の退職手当の全部若しくは一部を返還する
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こと又はその失業者の退職手当の額に相当する額以下の金

額を納付することの命令については、なお従前の例による

。

５ 新条例第１０条第１４項の規定は、施行日以後に偽りの届出

、報告又は証明をした事業主又は職業紹介事業者等（雇用

保険法（昭和４９年法律第１１６号）第１０条の４第２項に規定

する職業紹介事業者等をいう。）に対して適用し、施行日

前に偽りの届出、報告又は証明をした事業主に対する失業

者の退職手当の支給を受けた者と連帯して新条例第１０条第

１４項の規定による失業者の退職手当の返還又は納付を命ぜ

られた金額の納付をすることの命令については、なお従前

の例による。

６ 附則第２項から前項までの場合において、施行日の前日

までに退職した職員に関する平成１５年５月１日から施行日

の前日までの間における旧条例第１０条の規定の適用につい

ては、同条第１項各号列記以外の部分中「雇用保険法（昭

和４９年法律第１１６号）」とあるのは「雇用保険法等の一部

を改正する法律（平成１５年法律第３１号）第１条の規定によ

る改正前の雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号。以下「旧

雇用保険法」という。）」と、同項第２号並びに同条第２

項、第４項から第１０項まで及び第１３項中「雇用保険法」と

あるのは「旧雇用保険法」とする。

７ 附則第２項、第３項及び前項の規定にかかわらず、平成

１５年５月１日から施行日の前日までの間に退職した職員の

うち旧条例第１０条の規定により退職手当を受けることがで

きるものの失業者の退職手当の額は、人事委員会規則で定

めるところによる。

８ 附則第２項、第３項及び第６項の規定にかかわらず、平

成１５年５月１日前に退職した職員が同日から施行日の前日

までの間に職業に就いた場合は、雇用保険法等の一部を改

正する法律（平成１５年法律第３１号）附則第８条に規定する

就業促進手当の支給の例により新条例第１０条第１０項第４号

に掲げる就業促進手当に相当する退職手当を支給する。た

だし、これらの者のうち旧条例第１０条第１０項第３号の２又

は第４号の規定により退職手当を受けることができるもの

の失業者の退職手当の額は、人事委員会規則で定めるとこ

ろによる。

９ 平成１５年５月１日から施行日の前日までの間に退職した

職員に対して、同月１日から施行日の前日までの間に旧条

例第１０条の規定により支払われた退職手当は、附則第７項

の規定による失業者の退職手当の内払とみなす。

１０ 平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの間におけ

る新条例附則第３１項の規定の適用については、同項中「額

は」とあるのは「額は、第６条の規定にかかわらず」と、

「１００分の１０４」とあるのは「１００分の１０７」とする。

１１ 平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの間におけ

る第２条の規定による改正後の愛媛県職員退職手当条例の

一部を改正する条例附則第５項（同条例附則第６項又は第

７項において例による場合を含む。）及び同条例附則第６

項の規定の適用については、同条例附則第５項中「第５条

の２まで」とあるのは「第５条の２まで及び第６条」と、

「１００分の１０４」とあるのは「１００分の１０７」と、同条例

附則第６項中「３６年」とあるのは「３５年を超え３７年以下」

と、同条例附則第７項中「及び第５条の２」とあるのは「

、第５条の２及び第６条」とする。

１２ 当分の間、４４年を超える期間勤続して退職した者で愛媛

県職員退職手当条例第４条の規定に該当する退職をしたも

のに対する退職手当の額は、同条の規定にかかわらず、そ

の者が同条例第５条の規定に該当する退職をしたものとし

、かつ、その者の勤続期間を３５年として同条例附則第３１項

の規定の例により計算して得られる額とする。

１３ 附則第２項から前項までに規定するもののほか、この条

例の施行に伴い必要な経過措置は、人事委員会規則で定め

る。
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�愛媛県条例第６５号
知事等の退職手当に関する条例及び教育長の給与、退職手

当、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例

を次のように公布する。

平成１５年１２月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事等の退職手当に関する条例及び教育長の給与、退

職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部を改

正する条例

（知事等の退職手当に関する条例の一部改正）

第１条 知事等の退職手当に関する条例（昭和３１年愛媛県条

例第５４号）の一部を次のように改正する。

第３条を次のように改める。

（退職手当の額）

第３条 知事等の退職手当の額は、その者の退職の日にお

ける給料月額に、その者の在職月数を乗じて得た額に、

次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。

� 知事 １００分の７０

� 副知事 １００分の５０

� 出納長 １００分の４０

２ 前項の在職月数は、知事等となつた日の属する月から

退職した日の属する月までの月数（その月数が４８月を超

える場合は、４８月）とする。

（教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する

条例の一部改正）

第２条 教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関

する条例（昭和３１年愛媛県条例第５２号）の一部を次のよう

に改正する。

第４条第２項を次のように改める。

２ 教育長の退職手当の額は、その者の退職の日における

給料月額に、その者の在職月数を乗じて得た額に、１００

分の４０を乗じて得た額とする。

第４条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を

同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。

３ 前項の在職月数は、教育長となつた日の属する月から

退職した日の属する月までの月数（その月数が４８月を超

える場合は、４８月）とする。

附 則

この条例は、平成１６年１月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１５年１２月２４日 第１５２０号外１
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�愛媛県条例第６６号
電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行

条例を次のように公布する。

平成１５年１２月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律

施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は、電子署名に係る地方公共団体の認証業

務に関する法律施行令（平成１５年政令第４０８号）及び電子

署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行規則

（平成１５年総務省令第１２０号）に定めるもののほか、電子

署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成１４

年法律第１５３号。以下「法」という。）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。

（発行手数料）

第２条 法第３条第７項の規定による電子証明書の提供を受

けようとする者は、同条第６項の規定による当該電子証明

書の発行に係る電子計算機処理等（法第１７条第３項第３号

に規定する電子計算機処理等をいう。以下同じ。）に係る

手数料（以下「発行手数料」という。）を知事に納付しな

ければならない。

２ 知事は、前項の規定により納付された発行手数料を、指

定認証機関（法第３４条第１項に規定する指定認証機関であ

って、知事が同項に規定する認証事務を行わせることとし

たものをいう。以下同じ。）に納入するものとする。

３ 前項の規定により指定認証機関に納められた発行手数料

は、当該指定認証機関の収入とする。

４ 指定認証機関は、法第３４条第６項の規定により発行手数

料の額を定める場合においては、指定認証機関が行う法第

３条第６項の規定による電子証明書の発行に係る電子計算

機処理等に要する費用の額を基礎としなければならない。

（情報提供手数料）

第３条 法第１７条第４項に規定する署名検証者（以下「署名

検証者」という。）は、法第１８条第１項の規定による保存

期間に係る失効情報の提供（以下「失効情報の提供」とい

う。）及び同条第２項の規定による保存期間に係る失効情

報ファイルの提供（以下「失効情報ファイルの提供」とい

う。）を受けたときは、当該失効情報の提供及び当該失効

情報ファイルの提供に係る電子計算機処理等に係る手数料

（以下「情報提供手数料」という。）を指定認証機関に納

入しなければならない。

２ 前項の規定により指定認証機関に納められた情報提供手

数料は、当該指定認証機関の収入とする。

３ 指定認証機関は、法第３４条第６項の規定により情報提供

手数料の額を定める場合においては、次に掲げる額を基礎

とし、署名検証者の法第１７条第１項に規定する行政機関等

又は認定認証事業者等の別その他の事情を考慮しなければ

ならない。

� 指定認証機関が行う失効情報の提供に係る電子計算機

処理等に要する費用の額

� 指定認証機関が行う失効情報ファイルの提供に係る電

子計算機処理等に要する費用の額

（市町村が処理する事務）

第４条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の

２第１項の規定に基づき、次に掲げる事務は、市町村が処

理することとする。

� 第２条第１項の規定に基づく発行手数料の徴収に関す

る事務

� 第２条第２項の規定に基づく発行手数料の指定認証機

関への納入に関する事務

（委任）

第５条 この条例に定めるもののほか、法及びこの条例の施

行に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、法の施行の日から施行する。

�������
�愛媛県条例第６７号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布

する。

平成１５年１２月２４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を

次のように改正する。

別表６の表５１の項金額の欄及び同表５２の項同欄中「４３，０００

円」を「１５０，０００円」に改める。

附 則

この条例は、平成１６年１月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１５年１２月２４日 第１５２０号外１

３
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